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法定部分のみの産業保健体制では
不十分�
前号では図表１の産業保健体制の法定部分につ

いて解説した。今号では企業が任意に実施する任
意部分について解説する。
今回解説する任意部分の「任意」とは法律的な

強制力はないという意味で「任意」としている。
しかし、実際は任意部分の施策を全く行わない場
合、企業が負うリスクが大きくなる。特にメンタ
ルヘルス対策については、過重労働によるうつ病
の労災認定件数が毎年増加している現状をふまえ
れば、企業としても何らかの施策を実施すること

は不可欠である。

増え続けるメンタルヘルス絡みの労災

世の中の動きや訴訟等でメンタルヘルス不調の
労災認定が増加しているのは明らかだが、実際に
どれくらいの件数が増えているのだろうか。
数字にして見るとそれが顕著に表れている。厚
生労働省発表の資料によれば、過去５年で精神障
害等による労災認定件数は大幅に増加し続けてお
り、平成１９年度では平成１５年度の倍以上の労災請
求及び認定がされている（図表２参照）。
何らかの対策をしなければこの数字は今後も増
え続けるだろう。厚生労働省でもこの結果を受け、
義務化はしていないものの、多くのメンタルヘル
ス対策に係る指針を発表している。

産業保健体制�

産業保健体制構築で効果的なメンタルヘルス対策を！
２２００００８８年年１１００月月３３００日日、、トトヨヨタタ自自動動車車ググルルーーププのの大大手手自自動動車車部部品品メメーーカカーーのの男男性性社社員員がが、、長長時時間間労労働働ななどどがが
原原因因ででううつつ病病をを発発症症ししたたととししてて、、同同社社やや出出向向先先だだっったたトトヨヨタタ自自動動車車にに損損害害賠賠償償をを求求めめたた訴訴訟訟のの判判決決でで、、
名名古古屋屋地地裁裁はは業業務務のの一一部部とと発発症症ととのの因因果果関関係係をを認認めめ、、両両社社にに計計約約１１５５００万万円円のの賠賠償償をを命命じじたた。。ままたた、、同同年年
４４月月ににはは大大手手電電器器メメーーカカーーのの管管理理職職だだっったた女女性性社社員員ののううつつ病病がが過過重重労労働働にによよるるももののととすするる判判決決がが東東京京
地地裁裁ででああっったた。。メメンンタタルルヘヘルルスス不不調調のの原原因因がが業業務務やや過過重重労労働働にによよるるももののででああるるとといいうう労労災災認認定定やや訴訴訟訟
判判決決がが目目立立つつ中中、、企企業業ははリリススククをを最最小小限限にに抑抑ええるる体体制制構構築築がが望望ままれれるる。。そそれれがが、、今今回回解解説説すするる産産業業保保
健健体体制制のの任任意意部部分分ででああるる。。

図表２ 精神障害等に係る労災請求・決定件数の推移
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図表１ 産業保健体制の項目

１．産業医

２．衛生管理者

３．衛生委員会

４．安全委員会※特定業種のみ

５．過重労働対策

６．健康診断

７．就業規則・休職規程

８．精神科顧問医

９．メンタルヘルス研修

１０．休職・復職プログラム

１１．組織診断

１２．相談体制

１３．メタボ対策

１４．健康教育
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連載 労務コンプライアンス�

厚生労働省ホームページより
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具体的な体制とポイント

以下具体的な体制構築のポイントを解説する。

８．精神科顧問医

精神科医との顧問契約は特に法律で義務付けら
れてはいないが、心の健康管理ができる顧問医が
いることにより、社員の精神的な健康増進や労災
による精神疾患の発生予防が実現できる。
産業医の専門分野が精神科であれば、産業医が

その役割を担うことも可能であるが、企業の産業
医は、従業員の健康管理や緊急時対応など内科・
外科的な分野を求められることが多い。したがっ
て、産業医は内科または外科の経験者を選任し、
顧問医として精神科医と契約することが望ましい。

★精神科顧問医の重要性
例えばメンタル不調者が発生した場合、そ

の担当医は患者の回復を優先して就業判断を
行う。従業員が完全に就業できない場合であっ
ても職場をリハビリの場として考え、就業可
能と判断するケースが少なくない。このため、
従業員は休職・復職を繰り返し、戦力になら
ず、企業は労災認定を恐れてその繰り返しを
認めざるを得ないという事態に陥る。
そこで企業側の立場を理解して就業判断で

きる顧問医がいることでこういった事態を防
ぐことができる。また、過重労働面談も精神
科医が実施することにより精神疾患を未然に
防ぐことが出来る（本誌１月号 p．９０参照）。

９．メンタルヘルス研修

メンタル不調者の発生を防ぐ為には、知識を深
める必要がある。メンタルヘルスに関する研修を
実施することで従業員の理解を深め、メンタル不
調者の発生予防が期待できる。

★研修内容
メンタルヘルスの基礎知識はもちろん、自

分でも気づかないうちに蓄積しているストレ
スのケア方法を学習するだけでも予防策にな
る。また、メンタルヘルスの労災認定はパワ
ハラと関係していることも少なくない。した
がって上司が周囲の従業員や部下の精神的な

ケアもできるような知識を習得することが望
ましい。

１０．メンタルヘルス対応型休職・復職プログラム

メンタルヘルス不調者が実際に発生した場合、
対応方法が不明確では社員に不安を与えかねない。
企業側の曖昧な休職者対応は労使の紛争に発展す
る可能性もある。そこで、自社の業務内容や特性
に合ったメンタルヘルス不調者の休職・復職プロ
グラムを作成することが望まれる。このプログラ
ムが普通の休職制度と違うところはメンタルヘル
ス不調者に対応しているという点である。メンタ
ルヘルス不調は身体の不調とは異なる特徴がある
ため、従来の休職規程だけでは対応できない部分
も多い。メンタルヘルス不調にも対応できる休職
制度の構築が望まれる。（このプログラムについて
は厚生労働省からも「心の健康問題により休業し
た労働者の職場復帰支援の手引き」が発表されて
いる。）

★メンタルヘルス対応型の休職制度のポイント
・担当医のみの判断に依存せず、復職前に必
ず会社指定の医師の診断を行い、正確な復
職判定を行う（最終決定は会社）。
・休職中も定期的な状況確認をし、本人の同
意のもとで家族との情報交換も行い、労働
者の回復をサポートする。
・休職事由に「精神疾患による労務の不完全
提供」を明記し、無理な就業を禁止する。
・休職者によってルールを曲げず、全社員同
一の基準でサポートする。
・休職制度の濫用を防ぐため、一定期間内の
同一事由による休職は休職期間を通算する。
・復職後も産業保健スタッフや医師の定期的
な面談等を実施し、回復状況を確認する。

１１．組織診断

メンタルヘルスが業務に起因する場合、多くの
ケースは職場環境に問題点がある。組織診断は組
織の問題点を洗い出し、組織を改善・活性化する
ための有効なツールである。メンタルヘルス対策
のみならず、各種制度の改定や組織風土の問題解
決等にも役立つ。
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★効果的な組織診断
組織診断は様々な種類があり、いろいろな

機関が実施しているが、選択の際は以下の点
に注意したい。
・個人別結果が各人へフィードバックされる。
・社員のストレスと職場環境との因果関係が
把握できる。

・グループや所属別の結果が分析できる。
・個人結果が保護される。

１２．相談体制

各種の相談窓口を整備することも社員の心の健
康増進をするための手段である。ストレスやメン
タルヘルスに関する相談窓口はもちろん、セクハ
ラ・パワハラ対応窓口やキャリア相談窓口等も整
備することにより、従業員の安心感を向上させる
とともに労使トラブルのリスクを軽減できる。

以上、メンタルヘルス対策について述べてきた
が、身体の健康も忘れてはならない。精神障害等
による労災認定同様に過重労働による脳血管疾患
及び虚血性心疾患等の労災件数も増加している。
予防策として昨年よりメタボリックシンドロー

ムに着目した特定健康診査もスタートした。健康
診断や保健指導を実施するだけでなく、企業とし
て健康に係るイベントや教育を行うことで社員の
活力が向上し、いきいきとした職場作りができる。

１３．メタボ対策

近年、生活習慣病を予防するために厚生労働省
がメタボリックシンドロームに注目し始めた背景
には、医療の方向性を、病気を治す「治療」から
病気を未然に防ぐ「予防」へと転換したことがあ
げられる。
メタボ対策は、生活習慣病予防として特定健康

診査等の法定実施項目以外にも企業で実施しよう
というものである。社員が楽しく参加できる運動
イベントやダイエットイベントなどを企業内で実
施することにより社員の健康を増進することが企
業の活性化に繋がる。

★メタボ対策の実例
・ウォークラリー開催（商品付）

・数ヶ月間の万歩計歩数競争
・社内運動会
・スポーツクラブとの法人契約
・スポーツインストラクターを招いての運動
教室
・栄養士、保健師による定期保険指導
・ダイエット競争

１４．健康教育

社員の健康への理解を深め、一人ひとりの健康
観を向上させることで会社全体の健康意識が上が
る。特に、入社時や昇格時の研修、１０歳刻みの研
修など節目節目で実施する年代に合った健康教育
は社員の健康意識向上に効果的である。

効果のある産業保健体制の構築を！
前号から２回にわたり産業保健体制について解
説したが、体制を構築すればリスクがゼロになる
というものではない。自社に合った体制にカスタ
マイズするとともに、それを効果的に運用するこ
とによってはじめて産業保健体制が機能する。
効果的な運用を行うためには経営者や人事担当
者が産業保健に関する知識を深める努力も必要で
ある。この分野に詳しいコンサルタントや産業医、
社会保険労務士等の支援を受ければ、より効果的
な体制構築ができるだろう。
いずれにせよ、産業保健体制は一朝一夕で構築
できるものではない。段階を踏み、社員の健康お
よび企業防衛に貢献する体制を構築することが望
まれる。
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築にも注力。


